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本年の洪水で、貯 

 

 

 

4万1599円 4万1209円
8万9653円

4万3275円 2万6248円 4万7291円

36万9478円
30万528円

65万8301円

27万4843円 31万1922円

53万1950円

嵐⼭町 ⼩川町 ときがわ町 滑川町 東松⼭市 鳩⼭町

近隣市町村一人当たり財政調整基金（貯金）と地方債（借金）の比較
1⼈あたり地⽅債（借⾦） ⼀⼈当たり基⾦（貯⾦）

■嵐山町財政は令和３年度は
貯蓄が増えました。 

■学校統合の答申は小学校１
校中学校１校です。これか
ら町が決めていきます。 

■今の学校より、子ども数が
増えた新しい学校建築の場
合補助金は、建築費の 1/2、 
今の学校より子ども数が少
ないと補助金は建築費の 
１/3 と言われます。 

 
■学校建設の基金を作り、貯
め、取り崩し、借金額をどの
程度にするかが課題です。 

  
 
 

 

9909円 1万2426円 1万3967円

１万9630円

4万1599円

38万2700円 37万1400円 38万9632円
36万9132円 36万9478円

−4660円 −8390円

1654円 １万364円
3万1036円

H29 H30 R1 R2 R3

嵐山町の一人当たり地方債・基金・実質収支の推移

⼀⼈当たりの貯⾦ ⼀⼈当たりの借⾦ ⼀⼈当たり実質的な収⽀

 

２０３０年までに気温上昇を１.５度 c に抑えるために 
嵐山町公共交通を作ってそのエネルギーを電気にしたいのです。 
■北部地区をスタート地点にした交通網を作ることが大事です。 
七郷小から半径３km は公共交通空白地帯です。 

■公共交通空白地帯は地域公共交通会議を作って地域公共交通計画を作り、ミニバスやデマンド交
通を始めると、国は不足する経費の８０％を特別地方交付税に入れます。 
北部地域を中心にする「二酸化炭素ゼロの地域づくり」で気候変動対策への一歩が見えてます。 

 

 

 

地域公共交通会議を設置し 

地域公共交通計画を作ります。 

■ミニバス・デマンド交通の出発
地点を北部地区七郷小付近にし
て、病院と病院を結ぶ幹線コー
スを作ります。 

■山が多い北部地区はデマンド交
通で幹線路線まできて乗り換え
ます。 
■幹線コースを利用しながら、 
買物や医療機関も行けるように。 
■街中の人も利用できるように。 
■子どもの登下校に活用します。 
■個人で電気自動車を購入するよ
り町が公共事業として事業化
し、電気自動車を普及させて、
２酸化炭素をゼロに近づけるま
ちづくりを提案しています。 ■嵐山町財政は令和３年度は貯蓄

が増えました。  
■学校統合の答申は小学校１校中
学校１校です。これから町が方
向を決めていきます。  

■学校統合で今の学校より、子ど
も数が増え教室面積が増える新
しい学校を建築する場合、補助
金は建築費の 1/2。 

 
今の学校より子ども数が少ない
か同じ場合はさまざまな有利な
補助金を探す必要があります。  

■学校建設の基金を作り、貯め、
取り崩し、借金額をどの程度に
するかが課題です。 

 9 月議会で公共公益施設建設基
金（目的のある基金）に 2 億円
貯蓄しました。  

■稼ぐまちづくり政策の前に、学校
修繕に取組む必要がありました。 

 

 

 
 

嵐⼭町の財政・・・令和 3 年度
決算で少し改善しました。 

令和 3 年度は、地方交付
税（国から地方自治体に
配分される税金）と臨時
財政対策債（町が国に変
わり借金し、国が町のロ
ーン返済額を交付税に入
れる）が多くなりました 

東松山市は、財政調
整基金は少ないので
すがその他基金が一
人当たり 15000 円程
あります。2019 年の
台風被害からの復興
も必要です。 

鳩山町は昨年ごみ
焼却施設を町内に
建設しました。地
元に施設建設で債
務が増えていると
いうことです 

■地方債残高 
（借金） 63 億 8844 万円 
■財政調整基金 
（貯金）  7 億 3006 万円 

 

ときがわ町は、平成
１８年の合併時の債
務が多いといいま
す。が、基金もあり
ます。デマンド交通
で、電気バスです。 

 

 

 

 

 

 

 

埼⽟県⽴循環器呼吸器病センター
センター 

七郷⼩ 

役場 ⼩川⽇⾚病院 

武蔵嵐⼭病院 

埼 ⽟ 成 恵
会病院 

⼩川町駅 

武蔵嵐⼭駅 

つきのわ駅 

森林公園駅 

 
■コロナ禍、気候変動・ウクラ
イナの戦争等でエネルギー
自給・農業には機械を動かす
エネルギーが必要です。 
■１００年後の日本のために 
再生可能エネルギーでのま
ちづくり、農業と共存する
エネルギーづくりのための
最初の一歩になります。 


